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研究要旨 

 日本がカンボジアにおける労働安全衛生推進に係る支援を行うため、カンボジ

アの労働安全衛生の実態とニーズを把握することを目的に、文献検索と一般的

な情報検索に加え、カンボジアの安全衛生を所管する行政機関、病院を訪問して

情報を収集した。 

カンボジアの労働安全衛生に関する主な行政機関は、MoLVT（労働職業訓練省）

と MOH（保健省）であり、企業における労働安全衛生は労働法の一部で規定され

ていた。労働法では、労働者数に応じた医療職の選任義務が規定されているが、

その職務は傷病者の応急措置と考えられた。他のアジア諸国で確認されたセー

フティーオフィサ等の専門人材の育成・配置制度は存在しなかった。企業の安全

衛生の監督する検査官制度は確認できたが、検査官の数や教育制度が十分に確

立されておらず、検査件数も限られていた。 

現在、韓国産業安全衛生公団の支援を受け、国の労働安全衛生基本計画、労働

安全衛生法を策定中である。また、労働職業訓練省が ILO の、保健省が WHO

の支援を受けて、労働安全衛生に関する National Profile を策定中である。これ

らの取り組みによって、法令および行政上の基盤が改善することが期待される。

しかし、実際に新しい制度を浸透させるためには、行政、労働衛生サービス機関、

企業内で労働安全衛生を担う人材の育成が不可欠である。国内の高等教育機関

には、教育システムが存在しないと考えられ、現在は、主に行政機関に所属する

一部の人材がシンガポールやタイの研修コースや大学院に派遣されている。今

後、人材育成の直接的支援と、育成ノウハウの提供といった間接的支援が最も大

きな労働安全衛生上の支援ニーズと考えられる。 
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Ａ.目的 

カンボジアの実質 GDP 成長率は

2010 年以降 7%前後と安定的に経済

成長を遂げている。経済の急速な発

展では、不均衡な発展のための安全

衛生における様々な課題も存在する

ことが多い。具体的には、疾病構造

が変化すること、労働安全衛生対策

への十分な投資が行われないこと、

労働安全衛生を担う専門人材が不足

することなどである。これらの課題

は、日本において 1972 年の労働安

全衛生法制定以来、取り組んできた

ことであり、多くのプログラム、人

材、経験など の蓄積がある。このよ

うな蓄積を用いて、日本がカンボジ

アにおける労働安全衛生推進に係る

支援を行うことは、労働安全衛生の

発展に貢献するとともに、日本の地

位向上にもつながる。 

しかし、そのような支援はカンボ

ジアのニーズに合ったものである必

要があり、支援に当たってはニーズ

の把握が不可欠である。そこでカン

ボジアにおける労働安全衛生の実態

とニーズを把握することを目的に調

査を実施した。 

 

Ｂ.方法 

事前調査として、学術情報の検索エ

ンジンを用いた文献検索と、インター

ネット上の一般情報検索を行い、日本

国内において入手可能な情報（現地の

法令や行政機関、現地の医療制度や公

衆衛生に関する情報の一部）を収集し

た。その後、現地の行政機関、病院を

訪問し、事前調査で得られた情報の確

認と、現地の労働安全衛生の実態把握

を目的として、インタビューを実施し

た。 

1） 文献調査 

検索エンジン（医中誌・PubMed）

を用いて（検索式の例：“労働衛生

“ AND “カンボジア”、“occupational 

health“ AND “Cambodia”）、文献検索

を行い、PubMed 28 件、医中誌 14 件

が該当した。研究協力者 2 名（K.N、

H.T）でタイトル、抄録、本文を交互

に確認したところ、事例報告に関する

文献がほとんどであり、本調査の目的

に合致する文献はなかった。 

2） 訪問調査 

2020 年 2 月 11 日～14 日にカンボ

ジアを訪問した。Ministry of Health

と WHO カンボジアオフィスが共同

で 作 成 し て い る National 

Occupational Health Profile のワー

クショップへの参加と、研究協力が得

られた以下の機関を訪問した。その際、

2018 年度に本研究班で作成した「ア

ジア新興国の労働安全衛生関連情報

の収集チェックシート」を参考に、訪

問機関への質問事項を検討し、それに

基づきインタビュー調査を行った。 

① Ministry of Labour and 

Vocational Training (MoLVT：労

働職業訓練省)  

・ Department of Occupational 

Safty and Health  

・National social security Fund 

(NSSF)  

② Ministry of Health (MOH：保健



省) 

③ Cambodia-China Friendship 

Preah Kossamak Hospital 

 約 500 床の総合病院で、約 220 名

の医師と、約 300 名の看護師を擁する。

現在、新病棟が建設中で、今後、救急

医療、手術、サポートサービスを拡充

する予定である。 

④ Calmette Hospital 

Heart Center や ICU を備える高度

医療の提供が可能な公立の総合病院

である。医師数は約 250 人、看護師は

約 450 人、救急外来患者数は１日約

110 人以上で、現在建設中の病棟が完

成すると 1000 床を超える見込みであ

る。 

 

Ｃ.結果 

1. 国の概要 

（1） 歴史 

 1884 年にフランス保護領カンボジ

アとなり、1953 年カンボジア王国と

して、フランスから独立した。1970 年

に反中親米派によりクメール共和制

に移行し、1975 年親中共産勢力クメ

ール・ルージュが民主カンボジア（ポ

ル・ポト）政権を樹立。1991 年にパリ

和平協定が締結され、1992 年から国

連カンボジア暫定機構(UNTAC)によ

る暫定統治が開始。1993 年 UNTAC

監視下で制憲議会選挙，王党派フンシ

ンペック党勝利し、新憲法が成立した

ことにより王制復活した。 

（2） 宗教・民族 

主な宗教は、仏教 97.9％であり、他

にイスラム教 1.1％、キリスト教 0.5％

等も存在する。使用言語は、クメール

語 97.1％、少数民族言語 2.3％、ベト

ナム語 0.4％等である。 

（3） 人口 

総人口は約 1585 万人で、都市人口

は 380 万人、労働生産人口（15 歳か

ら 64 歳）は約 1000 万人である。2017

年の人口増加率は 1.5%で、労働人口

は 2070 年まで増え続けるとの予想も

ある。 

（4） 政治・政策 

立憲君主制で、上院（61 議席、任期

６年間）と、国民議会（下院）（123 議

席、任期 5 年）の二院制で、5 年毎に

普通選挙が実施される。 

カンボジア行政区分は 2008 年 12

月に 23 州と 1 首都プノンペン特別市

に再編された。23 州は 159 の郡と

1,417 のコミューン、プノンペン特別

市は 8 つの区と 204 のサンカットで

構成され、全国にはさらに 14,073 の

村が存在する。首都、州、区・郡・市

の知事は政府主導の与党により任命

され、首都、州、区・郡・市の地方議

員はコミューン・サンカット評議委員

会による間接選挙により選出される。

コミューン・サンカットの議長及び評

議員は5年毎の普通選挙により選出さ

れる。このような行政組織の基本的な

枠組みはフランス統治時代にほぼ完

成したと言われている。 

しかし、選挙に関して EU はカンボ

ジア政府による野党弾圧と人権侵害

があるとして、武器以外の全ての品目

について輸入関税を無税とし、輸入割

り当ても行わないとするEUの特恵関



税制度（EBA）のうち、一部の品目で

適用を取り消すと 2020 年 2 月 12 日

に発表し、8 月 12 日から適応される

予定である。EBA はカンボジアの商

用輸出の 75%を占め、そのうち 90%

が EU 向けに輸出されている。 

（5） 憲法・一般法体系 

 1970 年代のポル・ポト政権時代に

行われた法律の廃止や、知識人の大量

虐殺等により、基本法の整備が不十分

で、それらを適切に解釈・運用できる

法律家も乏しい状態であり、法律の整

備と法律家の育成による司法制度の

確立が国家的課題となっていた。 

 カンボジア政府から日本に対して

法整備支援の要請があり、1996 年か

らＪＩＣＡ(当時の特殊法人国際協力

事業団，現在の独立行政法人国際協力

機構）の枠組みにより、カンボジアに

対する法整備支援が開始され、2006

年に民事訴訟法が，2007 年に民法が

それぞれ成立した。また、貿易自由化

を進めるためにWTOに加盟加入した

2004 年を契機に、司法、法令制度の刷

新が始まった。 

現在の法律・法規の序列は以下のよ

うになっている。 

⚫ 憲法：1993 年に制定された、カン

ボジアにおける最高法規。 

⚫ 国際条約・協定：下院と上院の承

認に基づき国王が署名し批准する。

批准後において国際条約・協定は

法律とみなされ、司法上の準拠基

準の一つとなる。 

⚫ 法律：国民議会により採択される

法規 

⚫ 勅許：国王が憲法で認められた権

限にしたがい国王の名により発す

る命令。 

⚫ 政令：閣議での採択に基づき首相

により署名される。首相は法令で

定められた権限内で政令を発布す

ることができる。 

⚫ 省令（Prakas）：法令に定められた

権限内において政府の閣僚により

発せられる。 

⚫ 決 定 （ Sechkdei Samrech: 

Decision）：「Decision」は首相によ

り、「Prakas-Deika」は閣僚または

知事により、法令に定められた権

限に基づき発せられる。 

⚫ 告示：一般的に、特定の法制度を

説明したり明確にしたりするため、

あるいは指示を与えるために、政

府の長としての首相が、あるいは

省庁の責任者としての大臣が発布

する。 

（6） 産業・経済 

一人当たりGDPで1,548米ドルで、

実質 GDP 成長率 7.5%である。2014

年の GDP に占める産業は、農業

（28.7％）、製造業 （15.3％）、商業

（14.4％）、建設業（8.5％）、金融業

（8.3％）であるが、産業構造は、農林

水産業から製造業、建設業に移行して

いる。主な輸出相手国は米国(構成比 

24.0%)、ドイツ(8.7%)、日本(8.5%)、

英国(8.0%) であり、これら 4 カ国が

輸入全体の半分を占める。主な輸入相

手国は中国(33.2%)、タイ(18.9%)、べ

トナム(13.2%) で、これら 3 カ国で輸

入全体の 6 割以上を占める。 



（7） 労使関係・非正規労働者・移民 

1997 年に制定された労働法が労使

間の権利義務関係等の重要な項目を

規定しており、労働者の集団交渉や組

合結成、ストライキ実施の権利を認め

ている。しかし、非正規労働者の多く

が働く零細企業では、労働組合を結成

するための 10 名以上の労働者が確保

しにくく組織化が難しい。また、非正

規労働者は、労働災害のリスクに直面

しているとの課題が指摘されている。 

（8） 治安・災害・公衆安全 

外務省の危険レベルでは、2018 年

10 月 15 日現在、カンボジア全土はレ

ベル 1（十分注意）となっている。過

去の長期にわたる内戦の結果、カンボ

ジア国内では銃器類が広く流通して

おり、銃火器を使用した強盗事件が発

生している。カンボジア内務省国家警

察の国内犯罪発生統計資料では、2017

年犯罪の認知総件数は 2,773 件。前年

比較では微増(＋4%)している。強盗、

強盗、強姦事件は 1,280 件で、全体の

約 46％を占める。プノンペンにおいて

も手榴弾や拳銃などの銃器を使用し

た凶悪犯罪が発生している。 

（9） 日本との関係 

 日本とカンボジア王国の国交樹立

は 1953 年である。2018 年の日本から

カンボジアへの輸出総額は 4 億 2,100

万ドル(前年比 17.7%増)。品目別では、

1 位：建設機械など（金額 9,00 万ドル

(20.0%増)）、2 位：車両 7,900 万ドル

(20.0%増)、3 位：肉および食用のくず

肉が 5,700 万ドル(27.4%増)である。

一方、日本のカンボジアからの輸入総

額は 16 億 600 万ドル(27.3%増)と、

増加した。品目別では、1 位：衣類(布

帛製品:スーツ、シャツなど)5億 8,200

万ドル(19.9%増)、2 位：衣類(ニット

製品)4 億 8,300 万ドル(35.7%増)、第

３位：履物 2 億 900 万ドル(4.0% 増)

である。 

 2013 年 11 月、安倍総理大臣はカン

ボジアを訪問し、訪問時「日本国厚生

労働省とカンボジア王国保健省との

医療分野に関する覚書」が締結された。

具体的な内容は、①医療保険制度に係

る経験の共有、②医療サービスの強化

に係る協力、 ③先進的な医薬品・医療

機器の導入である。また、2017年 7月、

「日本国法務省・外務省・厚生労働省

とカンボジア王国労働職業訓練省と

の間の技の実習制度に関する協力覚

書」を締結した。法整備支援に関して

は、1（5）憲法・一般法体系を参照。 

 

2. 医療・公衆衛生 

（1） 公衆衛生・疾病・死因等の状況 

 平均寿命は 68.7 歳（男性 66.6 歳、

女性 70.7 歳）、健康寿命は 58.1 歳（男

性 55.9 歳、女性 60.0 歳）、５歳以下の

乳幼児死亡率は 28.7 人（１,000 人あ

たり）、妊産婦死亡率は 161 人（10 万

人あたり）、１８歳以上の人口に占め

る肥満の人の割合は男性 13.1％、女性

21.9％、15 歳以上の人口に占める喫煙

者の割合は男性 44.7%、女性 3.2%で

ある。 

1990 年には感染症が死因の過半数

（56.9％）を占めていたが、2017 年に

は非感染症（62.7％）、感染症(26.6％)、



事故等(10.7％)と感染症の割合が大き

く低下し、非感染症が最多となった。

非感染症の内訳は、心血管疾患が最多

で 20%を超え、新生物、消化器疾患、

糖尿病・腎臓疾患、慢性呼吸器病の順

となる。新生物においては、気管・気

管支・肺癌 2.20%、結直腸癌・直腸癌

1.13%、乳癌 1.06%、胃癌 1.05%、肝

癌 0.91%の順である。 

一人当たりの医療費は 70US＄（政

府医療支出 15US＄）と 2008 年以降

緩やかな増加傾向にある。 

（2） 医師・医療者の養成・配置 

6 年間の大学医学部を卒業後に 2 年

以上の臨床経験を積み、国家試験に合

格 す る と Medical Council of 

Cambodia(MCC)に登録され、医師免

許が付与される。このような制度は

2012 年から義務付けがなされたが、

いまだに無免許医も存在している。 

年間 300 人の医師が養成されてお

り、約 200 人が公立医学部(1 校)、約

100 人が私立医学部(4 校)を卒業して

いる。2012 年時点での医療従事者数

は医師 2,440 人、歯科医師 264 人、看

護師 11,454 人であった。人口１万人

当たりの医療従事者数では、それぞれ

医師 1.0 人、歯科医師 0.3 人、看護師

6.6 人である。 

（3） 医療機関の状況・質 

公立医療機関と民間医療機関が存

在する。今回訪問した病院は、ハート

センターを有し、CABG や PCI など

の高度医療の提供が可能であるが、医

療サービスレベルは全体的に低い。公

的医療機関には、主に地方の住民向け

に人口１〜2 万人に１箇所設置される

診療所（ヘルスセンター）が約 900 箇

所、概ね 10 万〜20 万人の人口を擁す

るように設置される州／郡病院（レフ

ァラル病院）が約 90 箇所、民間医療

施設は約 3,690 箇所、総計約 4,700 箇

所の医療機関が設定されている。医師

が勤務しているのはレファラル病院

以上の医療機関であり、ヘルスセンタ

ー、ヘルスポストに勤務しているのは

主に看護師と助産師である。 

救急車を所有する病院もあるが、 

公的な救急搬送・救急車というシス

テムは存在しない。 

（4） 公衆衛生関連機関の状況 

 1996 年採択の保健範囲計画に沿っ

て、保健省の管轄下に 24 州の保健局

と、77 の郡保健行政区が設置されてい

る。郡保健行政区は保健行政のカバー

すべき人口規模(人口約 15 万人を管

轄)で行政区をまとめたもので、これ

はカンボジア政府による地方行政区

と一致していない。 

 

3. 労働安全衛生の基盤 

（1） 労働安全衛生関連法体系 

1997 年に制定されたカンボジア労

働法（以下、労働法）が中心となって

いる。労働法は全 19 編（第１編：一

般条件、第 2 編：企業の設立、第 3 編：

実習、第 4 編：労働契約、第 5 編：労

働協約、第 6 編：一般労働条件、第 7

編：農業従事者に対する労働条件、第

8 編：労働者の健康及び安全、第 9 編：

労働災害）396条より構成されている。 

第 8 編は、第 1 章一般条件、第 2 章



検査、第 3 章労働衛生業務の第 228 条

～247 条から成り、第 1 章の第 230 条

には、落下の危険性の高い作業、危険

な機会及び器具からの防護等に関し

て、省令により労働者の安全を保障す

るよう定められている。労働安全衛生

に関する主な省令として、2014 年 8

月20日付けPrakas No.194「事務所、

企業の労働安全衛生規則」2013 年 6

月19日付けPrakas No.176「労働者、

組合の労働安全衛生に関する入門教

育」などがある。 

（2） 施行の方法および状況 

政府としての法令の施行方法や、カ

ンボジア全体としての状況について

は、今回の調査だけでは、充分な情報

は得られなかった。 

（3） マネジメントシステムに関す

る要求 

 今回の調査ではマネジメントシス

テムに関する情報は聴取出来なかっ

た。 

（4） 行政機関・組織 

保健省（MOH）は、全国民に対して

公正に、安全で健康な生活環境が整え

るよう啓蒙・促進活動や基本的な公共

医療の提供を行っている。大臣、次官、

次官補、官房長、3 名の局長(監察 総

局、保健総局、財務管理総局)のもと、

各部署に分かれる。その他、国立病院

や国立センター等の機関も中央に属

している。 

労働職業訓練省（MoLVT）は、一般

的・専門的な職業訓練の提供や、労働

紛争問題解決などを取扱う。 

（5） 監督機能 

 監督機能は、労働法第 8 編第 2 章

検査 233 条〜第 237 条に規定されて

いる。労働条件及び安全・健康に関

する法令及び規則の履行状況に関す

る検査は、スケジュールに基づいて

実施される通常検査、通常検査後の

勧告に基づいて実施される追跡検

査、労働争議や労働災害のための特

別検査の 3 種類がある。 

検査官には、法律条項や関連条項

に違反した罪に対して罰金を課すこ

とができる権限や、昼夜を問わず事

前通知なく管轄内の企業に自由に調

査に入ることができる権限がある。 

また、検査官には、労働検査官と

OSH 検査官が存在するが、首都プノ

ンペン以外の地域では OSH 検査官が

労働検査官を兼任している。検査官

の総数は 423 人（労働検査官 395

人、OSH 検査官 28 人）で、2017 年

の検査件数は 44 件（Report on 

TENYEAR ACHIEVEMENTS2008-

2017 AND ACTION PLANS 2018）

であった。 

OSH 検査官の役割は、産業衛生に

関する技術的検査を実施（照度、騒

音、粉塵、振動、そのほかの有害身

体ハザード）、施設内に OSH ネット

ワークを構築すること、労災事故の

調査とその防止策、法律や規制違反

に対する適切な罰則を含む検査シス

テムの実施である。この際、照度

計、騒音計、温度計などのツールと

チェックリストを使用する。測定値

を判断する基準値は明確に定められ



ておらず ACGIH の TLV などを参考

に判断している。 

（6） 労災保険・労災判定基準 

8 人以上労働者を雇用する企業は、

従業員の雇用状況を国家社会保険基

金へ登録することが義務付けられて

おり、登録後 30 日以内に保険料を納

付するとともに、従業員に登録番号を

伝える必要がある。従業員には、労働

災害保険カードが配布される。2008

年から 2017 年において、10,849 社

(1,424,316 人)が登録されたが、これは

全労働者の 60.5%にあたる。保険料の

負担は雇用主であり、保険料料率は労

働者の平均月給の 0.8%に設定されて

いる(最低 1,600 リエル、最高 8,000

リエル)。料率に関する詳細は、2017 年

11 月 10 日付の労働・職業訓練省発行

の労働災害保険及び健康保険の保険

料等に関する省令第 449 号で定めら

れている。 

 使用者は、労働災害の疑いのある事

故・病気が発生した場合、48 時間以内

に労働職業訓練省（MoLVT）の国家社

会保険基金（NSSF）に書面で通知し、

NSSF は労働災害か判断するために

Medical committee に審議をかける。

労災認定の明確な基準は存在してお

らず、この専門家委員会で労災認定を

判定する。職業病については、対象疾

患が明確にされていない。病院にある

NSSF オフィスが労災給付の窓口に

もなっている。 

（7） 事業場に求められる衛生体制 

 労働法により、50 人以上の労働者

を雇用するすべての企業及び事業所

は、常設の医務室を設置しなければな

らない。医務室には、労働時間中は昼

夜を問わず、1 人以上の看護師を常駐

させなければならなず、労働者の数が

200 人以上の場合、医務室には、薬及

び包帯に加えて、病人及び怪我人が、

病院に搬送又は隔離される前に、必要

に応じて、入院させることができる区

域が設けられなければならない。当該

区域には、その職場で雇用されている

職員に応じたの収容能力が必要であ

る。具体的には省令で、労働者 50 人

〜200 人で 2 床、500 人以上で 10 床、

1000 人以上で 20 床と定められてい

る。 

（8） 安全衛生専門職の選任基準 

医療者の選任基準は省令により、

労働者 50 人〜300 人で看護師１人、

医師または医療アシスタント 1 人、1

日の医師の常在時間 2 時間、労働者

301 人〜600 人で看護師 1 人、医師 1

人、１日の医師の常在時間 2 時間、

労働者 601 人〜900 人で看護師 2

人、医師 1 人、1 日の医師常在時間

３時間、労働者 901 人〜1400 人で看

護師 2 人、医師 1 人、1 日の医師常

在時間 4 時間、労働者 1401 人〜

2000 人で、看護師 2 人、医師 1 人、

1 日の医師常在時間 6 時間。労働者

2001 人以上で、看護師 3 人、医師 1

人、1 日の医師常在時間 8 時間と定

められている。 

労働法第 241 条により、企業は、

労働衛生を専門とする産業医

（occupational physician）を配置し

なければならないと規定されている



が、産業医制度や教育制度は整備さ

れておらず、企業における医務室で

の対応と考えられる。また、安全管

理者や衛生管理者などの専門人材制

度は存在しない。 

（9） 法律で求められる主要な安全

衛生管理活動 

労働法第 247 条に、雇用前、再雇用

時、定期又は臨時の健康診断の実施に

ついて規定されている。健診項目は法

令で定められておらず、産業医が企業

に推奨し、最終的に企業が決定してい

る。健康診断の結果に基づく就業可否

に関しての判定は法令で定められて

いないが、診察医により、就業可否に

関するアドバイスやコメントしてい

るようである。 

（10） 安全衛生専門職の養成機関・

養成配置状況 

産業看護師の選任に関する法律は

存在しないが、カンボジア国内で３万

人近くの看護師が職域で活躍し産業

保健において重要な力となっている。 

国家 OSH プログラムにおいて、

MoLVT は労働検査官に対する継続的

な訓練システムを計画している。 

（11） 中小企業やインフォーマルセ

ンター等への対応 

今回の調査では、中小企業やインフ

ォーマルセクター等における対応は

確認できず、このようなところで働い

ている正確な人数も確認できなかっ

た。 

 

4. 労働安全衛生の水準 

（1） 国の安全衛生方針・戦略 

MoLVT は労働安全衛生方針を韓国

産業安全衛生公団 KOSHA（Korean 

Occupationla Safety and Health 

Agency）の支援を受けて策定し、以下

のような計画に基づき活動している。 

・ Ministry Strategy’s Plan for 

Development of Labour Sectors and 

Vocational Training 2019-2023 

・ 2nd Occupational Safety and 

Health Master Plan 2018-2022 

（2） 労災統計・労災把握状況 

2017年は 45,882件の労災が発生し、

そのうち職場での労災事故は 34,567

件、通勤災害 11,300 件、職業病 15 件

である。また、失神の数を集計してお

り 2018 年は 2,109 件、職域では 16 件

であった。職域における大量失神は、

衣類や靴工場で発生している。 

（3） 法令遵守状況 

 法令順守は、検査官の検査によって

確認されており、その具体的な内容や

数などは 3（５）監督機能を参照。 

（4） 安全衛生上の課題、特定要因

のばく露等 

 日本の労働安全衛生法のように安

全衛生に特化した法律はなく、労働安

全衛生は、労働法の一部（第 8編第 228

条～247 条）として規定されている。

医師の選任義務はあるものの、安全管

理者や衛生管理者などの専門人材は

定められておらず、企業において安全

衛生の実務を担当する専門人材の強

化が量的にも質的にも必要である。 

 また、企業の増加に対して、企業に

おける安全衛生を監督する検査官の

数が不十分である。現在は、労働者が



多く安全衛生のリスクが高い衣類や

靴工場を優先的に検査しているが、産

業や職場全てをカバーできていない。 

MoLVT は National Occupational 

Health Profile を ILO の支援を受け

て作成しているが、一方で MOH は

WHO の支援を受け、OSH に関する

national profile を作成している。 

（5） 課題への対策状況 

韓国産業安全衛生公団 KOSHA の

支援により、労働安全衛生に関する法

令の整備が検討されている。しかし、

今回の調査では、その具体的な内容が

どのようなものか確認することは出

来なかった。 

（6） 研究推進状況 

労働安全衛生研究所では、労働災害

の判定において、労働者のばく露や評

価に関する調査を行っている。 

（7） 高度専門職の育成状況 

 安全衛生に関する高度専門職制度

はないが、OSH 専門家や OSH 検査官

の一部をシンガポールのトレーニン

グコースに派遣している。 

（8） 国際認証等の取得状況 

 今回の調査では確認できなかった。 

（9） 労働者の安全衛生意義、教育 

 労働法第 8 編には、労働者への安全

衛生教育について規定されていない

が、省令 Prakas No.176「労働者、組

合の労働安全衛生に関する入門教育」

は存在する。今回の調査では、教育の

実施状況や労働者の安全衛生意義に

ついて確認できなかった。 

 

Ｄ.考察 

カンボジアには、労働法に基づく規

定や省令レベルでの有害要因に対す

る規則があるが、産業別で対象となる

産業が限られ、多くの省庁が管轄して

いる。また、労災統計が十分に把握で

きていないなど、その実効性において

大きな課題が存在する。 

労働安全衛生を担う人材について

は、医師や看護師といった医療の基盤

となる人材が大きく不足し、多くのア

ジア諸国の制度にあるようなセーフ

ティーオフィサーの選任規定もない。

法令では、医療者の配置基準はあるが、

この配置は主に工場での応急措置を

目的とした規定と考えられ、前述の専

門職不足を考えると、その実効性も確

認できなかった。 

現在、韓国産業安全衛生公団の支援

を受け、国の労働安全衛生基本計画、

労働安全衛生法を策定中である。また、

労働職業訓練省が ILO の、保健省が

WHO の支援を受けて、労働安全衛生

に関する National Profile を策定中で

ある。これらの取組みによって、法令

および行政上の基盤が改善すること

が期待される。 

しかし、実際に新しい制度を浸透さ

せるためには、行政、労働衛生サービ

ス機関、企業内で労働安全衛生を担う

人材の育成が不可欠である。国内の高

等教育機関には、教育システムが存在

しないと考えられ、現在は、主に行政

機関に所属する一部の人材がシンガ

ポールやタイの研修コースや大学院

に派遣されている。今後、人材育成の

直接的支援と、育成ノウハウの提供と



いった間接的支援が最も大きな労働

安全衛生上の支援ニーズと考えられ

る。 

 

E.結論 

カンボジアの労働安全衛生上の最

大の支援ニーズは、人材育成と考えら

れる。 
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